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令和９・１０年度東埼玉資源環境組合 

物品売買等競争入札参加資格審査申請書提出要領 

 

 令和９・１０年度において、東埼玉資源環境組合が発注する物品の買入れ・売払い、印刷

の請負、役務の提供、コンサルタント業務等（以下「物品売買等」という。）に係る競争入

札等に参加しようとする方は、この要領に従って間違いのないように申請してください。 

 なお、申請はインターネット上の入札参加資格申請受付システムによる申請書提出と 

入札参加資格審査申請書の郵送による提出の両方が必要です。 

 

１ 受付期間 

令和８年(2026年)１１月９日（月）から令和８年(2026年)１２月４日（金）まで 

 

２ 申請方法 

入札参加資格申請受付システムにおいて、申請情報を入力した後、提出書類を添付ファ

イルに登録し、申請書提出を行ってください。 

併せて、組合ホームページからダウンロードした入札参加資格審査申請書に申請者及び

契約締結権者の内容を記入し、代表者の実印と使用印鑑を押印のうえ、郵送してください。

郵送については、封筒の表面に赤字で「申請書在中」と明記し、信書を送ることが可能で、

到達が確認できる方法（簡易書留、レターパック等）により、受付期間内にお願いします。

令和８年(2026年)１２月４日の消印まで有効です。 

受付期間を過ぎたもの、提出書類に不備がある場合は受理できません。 

なお、建設工事入札参加資格審査申請書を提出される方は、同封しても差し支えありま

せん。 

書類収受の確認を希望する方は、申請書の写し及び返送先を明記した長形３号封筒 

（１１０円切手貼付）を同封してください。収受印を押印のうえ、返送します。ただし、

返送先の記入漏れ、返信用切手の貼付漏れ（料金不足含む）については返送できません。 

※入札参加資格申請受付システムによる申請と入札参加資格審査申請書の郵送の両方が

確認できない場合は、申請を受付することができませんのでご注意ください。 

 

【提出先・問い合わせ先】 

〒３４３－００１１ 

埼玉県越谷市増林三丁目２番地１ 

東埼玉資源環境組合 総務課庶務担当 宛 

電話 ０４８－９６６－０１２２（土曜・日曜日、祝日を除く） 
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３ 有効期間 

今回の申請による入札参加資格の有効期間は、令和９年(2027年)４月１日から令和１１

年(2029年)３月３１日までとします｡ 

 

４ 審査結果 

文書等による欠格事項の連絡がなければ、資格ありとして登録されます。入札参加資格

者については、埼玉資源環境組合物品売買等入札参加資格に関する要綱（平成２７年告示

第１２号。以下「要綱」という。）に基づき格付を行い、令和９年(2027年)４月１日に組合

ホームページに掲載する予定です。個別に審査結果の通知は行いません。 

 

５ 申請対象業種・種目 ※申請業種は５業種以内です。 

別紙『営業種目分類表』のとおり 

 

６ 申請できない方 

次のいずれかに該当する方は、申請できません。 

⑴ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条

の４第１項の規定に該当する方（成年被後見人、被補助人、被保佐人又は未成年者で

あっても、契約締結のために必要な同意を得ている方等は除く）。 

⑵ 施行令第１６７条の４第２項及び第１６７条の１１第１項において準用する施行

令第１６７条の４第２項の規定に該当する方。 

⑶ 登録、免許、許可等を営業の要件としている種目について、当該登録、免許及び許

可等を受けていない方。 

⑷ 極めて悪質な談合、独占禁止法違反行為等により、東埼玉資源環境組合競争入札参

加資格を抹消され、当該抹消の日から３年を経過していない方。 

⑸ 申請日前２年間において、振り出した小切手又は手形が不渡りとなり、銀行取引を

停止されている方。 

⑹ 法人税（個人事業者の場合は所得税）、消費税若しくは地方消費税を滞納している方。 

⑺ 東埼玉資源環境組合管内（越谷市、草加市、八潮市、三郷市、吉川市、松伏町）の

事業所で申請する場合（個人事業者の住所が管内にある場合も含む。）で、法人市町

民税（個人事業者の場合は市町民税）を滞納している方。 
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７ 申請後の注意事項 

⑴ 申請書提出以降、情報の変更等があった場合は、速やかに変更申請を行ってください。 

⑵ 相続、合併、分割又は事業譲渡（個人事業者の法人化を含む。）により、入札参加

資格者から当該営業の一切を承継し、入札参加資格を承継しようとするときは、承継

申請書に関係書類を添えて届け出てください。 

⑶ 次のいずれかに該当するときは、その方の入札参加資格を抹消します。 

① 施行令第１６７条の４第１項の規定に該当する方となったとき（成年被後見人、

被補助人、被保佐人又は未成年者であっても、契約締結のために必要な同意を得て

いる方等は除く）。 

② 施行令第１６７条の４第２項及び第１６７条の１１第１項において準用する施

行令第１６７条の４第２項の規定に該当する方となったとき。 

③ 要綱第１０条の規定により、組合の競争入札等に参加させない方となったとき。 

④ 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号）第

３条又は第８条第１号の規定に違反して公正取引委員会から告発、排除措置命令

又は課徴金納付命令を受けた場合で極めて悪質であると管理者が認めるとき。 

⑤ 刑法（明治４０年法律第４５号）第９６条の６の規定により逮捕され、又は逮捕

を経ずに起訴された場合で極めて悪質であると管理者が認めるとき。 

⑥ 金融機関から取引を停止されたとき。 

⑦ 事業主の死亡又は法人の解散から９０日を経過したとき。 

⑧ 入札参加資格の抹消を申し出たとき。 

⑷ 次のいずれかに該当するときは、その方の当該種目について、入札参加資格を抹消

します。 

① 入札参加資格を有している業種について、営業を廃止したとき。 

② 営業に関して必要な登録、免許及び許可等の取り消しを受けたとき。 

③ 測量業務の入札参加資格者が、測量業務登録を受けていない方となってから９０      

日を経過したとき。 

④ 建築関連コンサルタント業務の入札参加資格者で、建築意匠の業務を行う方が、      

建築士事務所登録を受けていない方となってから９０日を経過したとき（代理人を

置く事業所が登録を受けていない方となった場合も含む）。 

⑤ 当該種目について、入札参加資格の抹消を申し出たとき。  

⑸ 次のいずれかに該当するときは、その方の入札参加資格を抹消することがあります。 

① 入札参加資格審査申請書又は添付書類に虚偽の記載をしたとき。 

② 経済的信用を著しく欠くと認められるとき。 

③ 営業停止命令、営業の休止等の届出を怠ったとき。 

④ 変更届を必要とする事項についての届出を怠ったとき。 

⑤ 変更届、承継申請書又は添付書類に虚偽の記載をしたとき。 
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８ 提出書類 

◎必ず提出するもの  ○該当する場合に提出するもの  ×提出の必要のないもの 

 

◆各証明書は申請日の３か月以内に証明されたものとします。 

◆新しく会社を設立した等、第１回目の決算期到来前の会社又は事業開始後１年未満の

個人の方は、提出が不可能な書類については提出不要です｡ 

  

提出
方法 No 提 出 書 類 該当頁 法人 個人  

郵
送 

１ 
入札参加資格審査申請書（兼 使用印艦届・委任状） 

⇒組合ホームページからダウンロード 
５ ◎ ◎ 

入
札
参
加
資
格
申
請
受
付
シ
ス
テ
ム
で
添
付
フ
ァ
イ
ル
画
面
に
登
録
し
て
ア
ッ
プ
ロ
ー
ド 

２ 
財務諸表（貸借対照表・損益計算書）又は青色申告決算書 

若しくは白色確定申告書の写し（直近１年分） 
７ ◎ ◎ 

３ 

現在事項全部証明書又は履歴事項全部証明書の写し（現状を

反映しているもの） 

※法人又は個人で商号を登記している場合 

７ ◎ ○ 

４ 

税務署が発行する納税証明書の写し 

法人：その３の３ 法人税、消費税及地方消費税 

個人事業者：その３の２ 申告所得税及復興特別所得税、 

消費税及地方消費税 

７ ◎ ◎ 

５ 

法人市町民税・市町民税の納税証明書の写し（１年分） 

※申請する事業所が東埼玉資源環境組合管内（越谷市、草加

市、八潮市、三郷市、吉川市、松伏町）の場合のみ 

法人：申請日直前の１事業年度分 

個人事業者：令和７年度分 

７ ○ ○ 

６ 
営業許可・登録証明書等の写し 

※登録・免許・許可等を要件とする業務を申請する方のみ 
７ ○ ○ 

７ 

取扱薬剤等確認表 

⇒組合ホームページからダウンロード 

※該当する薬剤等を取り扱っている方のみ 

７ ○ ○ 

８ 
役員名簿及び組合員名簿 

※事業協同組合、企業組合、協業組合等の方のみ 
８ ○ ○ 

９ 
身分（元）証明書の写し 

※個人事業者の方のみ 
８ × ◎ 

10 

後見登記等ファイルに成年被後見人、被保佐人、被補助人と

する記録がないことの証明書の写し又は同意書 

※個人事業者の方のみ 

８ × ◎ 
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[１] 入札参加資格審査申請書 

入札参加資格審査申請書は、使用印鑑届及び委任状を兼ねています。 

申請者及び契約締結権者を記入のうえ、実印及び使用印鑑を押印してください。 

スタンプタイプの簡易印鑑（いわゆるシャチハタ印）は不可とします。 

 

 《申請者》 

■所在地又は住所 

登記事項証明書に記載されている本店又は主たる事務所の所在地と実際の所在地

が違う場合は、実際の所在地を記入してください。 

 

■商号又は名称 

株式会社等法人の種類を表わす文字については、省略せず記入してください。 

 

■代表者職・氏名 

法人の場合、登記事項証明書に記載されている役職の名称を記入してください。 

個人の場合、役職は代表者と記入してください。 

氏と名の間は全角スペースを入れてください。 

 

例：○ 代表取締役 契約 一郎 

× 代表取締役社長 契約 一郎【社長は登記上の役職ではない】 

○ 代表社員、○ 代表理事、○ 代表執行役、× ＣＥＯ 

例：○ 代表者 契約 一郎 

×契約一郎【役職が未記入。氏と名の間に全角スペースが入っていない】 

 

■実印 ※必ず押印してください。 

法人の場合、会社を代表する方の実印を押印してください。 

個人の場合、代表者の実印を押印してください。 

 

 《契約締結権者》 

  申請者が契約締結権者となる場合でも、契約締結権者欄は必ず記入してください。 

 

■所在地又は住所 

契約締結権者の所在地又は住所を記入してください。 

ビルなど建物の名称がある場合は併せて記入してください。 

 

■商号又は名称 

契約締結権者の商号又は名称（代理人に委任する場合は、委任先の営業所、部署等

の名称を含む。）を記入してください。 

株式会社等法人の種類を表わす文字については、省略しないでください。 
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■代表者職・氏名 

法人で申請者が契約締結権者となる場合は、申請者の代表者職・氏名と同様に記入

してください。 

契約締結等を代理人に委任する場合は、代理人の役職及び氏名を記入してください。 

個人の場合、役職は代表者と記入してください。 

氏と名の間は全角スペースを入れてください。 

 

■使用印鑑 ※必ず押印してください。 

見積書・入札書の提出や契約の締結、代金の請求に使用する印鑑を押印してください。 

実印を使用印鑑とする場合も、使用印鑑欄に実印を押印してください。 

① 原則として商号及び役職等が記されているものとします。 

   ② 法人の場合でやむを得ず個人名の印を使用する場合は、使用印鑑欄に個人名の

印と一緒に社印を押印してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 《その他》 

■申請システムの受付番号 

入札参加資格申請受付システムのログインに必要となる受付番号を記入してくだ

さい（建設工事と物品売買等で受付番号は異なりますのでご注意ください）。 

 

■業者番号 

本組合からお知らせしている業者番号を記入してください（建設工事と物品売買等

で業者番号は異なりますのでご注意ください）。 

業者番号が不明の場合は、空欄のままで差し支えありません。 

 

■委任の有無 

契約締結者が申請者と同じ場合は「無」に、契約締結者が申請者でない場合（代理

人に委任する場合）は「有」に○をつけてください。 

 

 

 

①の例(使用印鑑) ②の例(使用印鑑) 

株
式
会
社 

○
○
○
○ 

商
事
之
印 

 越
谷 
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[２] 財務諸表又は青色決算書（白色確定申告書）の写し 

申請時点で直近の決算のもの（決算手続きが完了しているもの）となります。 

法人の場合は、決算書（貸借対照表、損益計算書）を提出してください。 

個人の場合は、青色申告決算書又は白色確定申告書（税務署へ提出した書類の写し）

を提出してください。 

 

[３] 現在事項全部証明書又は履歴事項全部証明書の写し 

法人又は個人事業者で商号を登記している方は、申請日前３か月以内のもので、現状

を反映しているものを提出してください。 

 

[４] 税務署が発行する納税証明書の写し 

  法人の場合は、書式「その３の３」を提出してください。 

  個人の場合は、書式「その３の２」を提出してください。 

  ・免税事業者であっても提出が必要です。 

  ・消費税を分納で収められている方は、税務署との間で取り交わした誓約書、支払計

画に基づく納付の確認ができる書類の写しを併せて提出してください。 

    

[５] 法人市町民税又は市町民税の納税証明書の写し 

申請する事業所が東埼玉資源環境組合管内（越谷市、草加市、八潮市、三郷市、吉川

市、松伏町）の方は、法人市町民税又は市町民税の納税証明書の提出が必要です。 

  法人の場合は、申請日直前の１事業年度の完納が証明できる納税証明書を提出してく

ださい。 

  個人の場合は、代表者の令和７年度納税証明書を提出してください。 

  ・現状を反映しているものに限ります。 

  ・滞納されている場合は、申請を受理しません。 

・非課税の場合は、非課税証明書を提出してください。 

  ・管内に事業所を設置してから１事業年度を経過していない場合は、設立届や営業証

明書等の写しを提出してください。 

 

[６] 営業許可・登録証明書等の写し 

許認可業種を営む方は提出してください｡ 

証明書等が必要なものについては、別紙『申請に必要な登録証・許可証一覧』をご確

認ください。 

 

[７] 取扱薬剤等確認表 

別紙『営業種目分類表』の中で、「薬品・試薬等」の「排ガス処理剤」「水処理剤」「焼

却灰処理剤」を選択し、該当する薬剤等を取り扱っている方のみ提出してください。 
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[８] 役員名簿及び組合員名簿 

事業協同組合、企業組合、協業組合等、官公需確保法及び同法施行令に規定する組合

の方のみ、役員氏名、組合員名、その代表者氏名、営業所所在地を記載した申請日現在

の名簿を提出してください。 

官公需適格組合の証明を受けている組合として登録申請をされる場合は、上記のほか

に官公需適格組合証明書の写しを提出してください。 

 

[９] 身分（元）証明書の写し 

  個人事業者の方のみ提出が必要です。 

破産宣告又は破産手続開始決定の通知を受けていないこと等を証明する書類です。 

本籍地の市町村で発行されるので、現状を反映しているものを提出してください。 

外国籍の方につきましては、総務課へご相談ください。 

 

[10] 後見登記等ファイルに成年被後見人、被保佐人、被補助人とする記載がないこと

の証明書の写し又は同意書 

  個人事業者の方のみ提出が必要です。 

  申請日前３か月以内の代表者のもので、現状を反映しているものを提出してください。 

  成年被後見人、被保佐人、被補助人又は未成年者である場合は、同意書の提出が必要

ですので、総務課へご相談ください。 

 

９ 入札参加資格申請受付システム入力の注意事項 

下記の注意事項の他、入札参加資格申請受付システムに関する入力方法等の詳細は、 

操作マニュアルをご参照ください。 

 

 《業者基本情報》 

■営業年数 

事業の開始日から申請日の前日までの期間で、当該事業を中断した期間を控除した

期間（１年未満切り捨て）を入力してください。 

 

■常勤職員数 

「常勤職員（技術職員）数」及び「常勤職員（事務職員）数」の各欄には、申請日

の前日において常時雇用している者のうち、専ら登録を希望する業種に従事している

職員の数を入力し、「常勤職員（その他職員）数」欄には、それ以外の職員数で、法人

の場合は常勤役員の数を含めたものを、個人の場合は事業主を含めたものをそれぞれ

入力してください。 
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 《経営状況》 

決算内容については、千円未満は切り捨ててください。 

 

 《契約締結権者情報》 

■委任先営業所又は部署 

代理人に委任する場合は、委任先の営業所、部署等の名称を必ず入力してください。 

 

■担当者所属・氏名 

見積依頼、指名通知等の連絡先となる方の所属及び氏名を入力してください。 

 

■担当者電話番号 

見積依頼、指名通知等の連絡先となる電話番号を入力してください。 

 

■担当者メールアドレス 

見積依頼、指名通知等の連絡先となるメールアドレスを入力してください。 

新規申請の際、入札参加資格申請受付システムのユーザ登録で入力したメールアド

レスが「担当者メールアドレス」欄に反映されています。契約事務に係る連絡先の  

メールアドレスと違う場合は修正してください。 

なお、入札参加資格申請受付システムからのメール（申請登録完了通知、申請受理

通知等）は担当者メールアドレス宛に送信されますが、送信先を追加することも可能

です。追加方法については操作マニュアルをご参照ください。 

 

■主たる業態 

業態は下記を参照し、主たるものを選択してください。  

① 建設業他：建設業（測量・水路測量（主として公共関係の測量を行うもの）、地

質調査（主として公共事業工業用地の造成等関連して 調査を行うもの）を含む）、

製造業、運輸業等 ※②～⑦に掲げる業態を除く 

② 卸売業：各種卸売業 

③ サービス業：公告、放送業、計量証明業、警備業、土木建築サービス業、廃棄

物処理業等 

④ 小売業：各種小売業、百貨店等 

⑤ ゴム製品業：ゴム製品製造業（自動車又は航空機用タイヤ及びチューブ製造業

並びに工業用ベルト製造業を除く） 

⑥ ソフトウェア業：ソフトウェア業又は情報処理サービス業 

⑦ 旅館業：旅館、簡易宿所、下宿業、その他宿泊所等 

 

 

 


